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経済レビュー 

 

成長との両立を目指す中国の脱炭素戦略 

【要旨】 

 2020年 9月の国連総会での演説で習近平国家主席が、2060年までのカーボンニュ

ートラル（温室効果ガス排出量を実質ゼロ）という、期限は先進諸国に 10 年遅

れながらも野心的な目標を掲げて以降、中国では脱炭素化の流れが加速している。

そもそも中国政府は第 11 次 5 ヵ年計画期（2006～2010 年）にそれまでの成長至

上主義から持続可能な成長志向へ移行し、「省エネルギー・環境保護」に必達目

標を設定して取り組みに本腰を入れており、「脱炭素」についても、対策が省エ

ネ・環境保護と重なるところが多く、取り組み易いという利点があったこともあ

って、第 12 次 5 ヵ年計画（2011 年～2015 年）から新たに必達目標に加えていた。 

 中国では他のエネルギー源に比べ CO2 排出量が多い石炭が主要エネルギー源と

なっている。ゆえに省エネルギーに加え、石炭への依存度引き下げが有効な CO2

削減策となる。前者については、地方政府やエネルギー多消費型産業に対するエ

ネルギー消費量削減目標の達成を促すことが中心となり、後者については固定価

格買取制度を利用した非化石エネルギー発電設備の普及や天然ガス利用が推進さ

れた。しかし、急激な省エネ・脱石炭化の動きは 2021 年に深刻な電力不足を誘

発し、その難しさを改めて示すことにもなった。 

 その他、2021 年には全国的な CO2 排出権取引市場が始動するとともに、鉄鋼・

非鉄など CO2を多く排出する業界は大幅な脱炭素化が不可避とされ、これに対応

した生産体制に向けた模索が本格化している。同年の国連気候変動枠組条約締約

国会議（COP26）直前の 10 月には中央・地方政府に対し強い拘束力を持って

2030年までのカーボンピークアウト実現を迫る行動計画も公表されている。 

 脱炭素対応に要する投資額は膨大であるが、これはコストであると同時に投資機

会でもあり、中国政府は新技術・新産業振興という文脈での脱炭素化とのポリシ

ーミックスを進めている。既に再生可能エネルギー関連設備の製造では世界第 1

位に到達し、新エネルギー車についても低価格化やデジタル大国としての強みが

国際競争力に結び付く兆しをみせている。 

 世界的には先進国中心に脱炭素化の流れが加速しているが、新興国では、排出削減

の義務は長期に亘り CO2を排出してきた先進国が率先して負うべきとの見方が強

く、排出削減が自国の成長を阻害することには難色を示している。中国は「世界最

大の CO2排出国」として新興国の立場に寄り添いながらも、脱炭素化の技術開発・

社会実装では世界のトップランナーであるという枢要な立場に位置しているだけ

に、その動きは世界に大きな影響を与えるものとして引き続き注視を要しよう。 
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 中国の脱炭素の動きが加速している。習近平国家主席は 2020 年 9 月の国連総会で、二

酸化炭素（CO2）排出量について、従来からの「2030 年までのピークアウト」に加え、

「2060 年までのカーボンニュートラル（温室効果ガス排出量を実質ゼロ）」を表明、その

達成期限こそ先進諸国に 10 年遅れながらも、中国政府として野心的な目標（いわゆる

「3060目標」）に踏み込む形となった。 

改革開放以来、経済成長とともに中国の CO2排出総量は増加基調にあり、特に WTO加

盟後、世界の工場として生産増に拍車がかかった結果として急増し、2005 年以降、中国

は米国を上回る世界最大の CO2 排出国となっている（第 1 図）。経済の近代化に伴ってエ

ネルギー効率が上がり、CO2 排出量の実質 GDP 原単位は減少基調にあるが、それでも先

進諸国に比べれば依然格段に多い水準にあることは間違いない（第 2 図）。世界最大の

CO2排出国として国際的に責任ある立場と目されるとともに、中国自体が洪水の大規模化

など気候変動問題に苦しめられていると指摘する向きもあることからすれば、脱炭素化は

必然であったといえる。 

  

しかし、現在の中国を「エネルギー効率の絶対水準が悪く、世界的な脱炭素化の流れに

受け身での対応を余儀なくされている世界一の CO2 排出国」とみるのはミスリーディン

グであろう。確かに中国のエネルギー効率の絶対水準は先進国比劣後しており、CO2排出

量は世界一だが、一方で再生エネルギー生産量も世界一であり、再生エネルギー普及に必

要な機器・設備でシェア世界一の分野も少なくなく、その競争力は極めて高い。各国の政

府・メーカーがしのぎを削る自動車の電動化においても、今や中国は電動車（EV）の販

売台数で他国を圧倒している。即ち、中国は世界一の CO2 排出国である一方で、脱炭素

化技術の社会実装でも世界の先頭集団に位置するという二面性を有しているといえる。脱

炭素化は間違いなく 21 世紀最大の世界的経済社会課題の一つだが、中国はむしろこれを

機会に、一国経済の脱炭素化に取り組むのみならず、技術的優位性を確保しつつ世界的に

脱炭素化関連分野の主導的な地保を固めることで、世界経済の牽引役となることをも視野

に入れているとも考えられよう。 

以下、本稿では中国の脱炭素化の流れについて、CO2排出量抑制と脱炭素化関連産業強
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第1図：地域別CO2排出量の推移
（億トン）

（年）

（資料）BP統計、国際エネルギー機関資料等より三菱UFJ銀行経済調査室作成
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第2図：各国のCO2排出量の実質GDP原単位の推移
（2005年時点の中国=100）

（年）

（資料）中国国家統計局、BP等統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

中国のエネルギー消費量の

実質GDP原単位
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化の有機的取り組みとして捉え（第 3 図）、気候変動問題対応を梃子に経済産業構造改革

を進めて「歴史上最も短時間で世界最大の炭素排出原単位の削減」（2021年 11月米中首脳

会談における習近平国家主席発言）を実現しようとする動きを概観することとしたい。 

なお、CO2は飽くまで温室効果ガスの一つであるが、データ制約もあることから、本稿

では代表的である CO2に焦点を当てるものとする。 

第 3図：中国の脱酸素への取り組み 

 

（注）例えば再生エネルギー用機器・設備の生産を強化しても、その生産活動自体が CO2 を多排出し、且つ生産物の多くを輸出に回

すとすれば、（生産ベースで計算し、且つ二国間クレジットなどを勘案しない限り）当該国の CO2 排出量は抑制されないことが

ありうる。「CO2 排出量抑制」と「脱炭素化関連産業強化・経済産業構造改革」を「脱炭素化」の中で二つに分けて表示してい

るのはそのためである。 

 

1. 「3060目標」に至るまでの中国における脱炭素化の流れ 

最初に、2020 年 9 月の国連総会で習近平国家主席が「2030 年までの CO2 排出量ピーク

アウト、2060 年までのカーボンニュートラル（3060 目標）」を表明するに至るまでの中国

における脱炭素化の流れを振り返る。 

中国では、第 11 次 5 ヵ年計画（2006～2010 年）がそれまでの成長至上主義から持続可

能な成長志向へ移行するターニングポイントとなったとされている。これは投資過剰・低

付加価値品の大量輸出に依存した従来の成長パターンの下で貿易摩擦、資源・エネルギー

の浪費、環境汚染といった弊害が軽視できなくなったことを背景としたもので、この時は

「省エネルギー・環境保護（汚染物質削減）」を期中の必達目標に明記して対策に本腰を

入れ始める形を取った。そして、次の第 12 次 5 ヵ年計画（2011～2015 年）では、初めて

CO2排出量の実質 GDP原単位の低減（前 5ヵ年計画末年、即ち 2010年比▲17％）を期中

の必達目標に掲げるなど、5 ヵ年計画目標として初めて「脱炭素」が加わった。脱炭素政

策はもともと省エネ・環境保護とオーバーラップするところが多いため、取り組み易いと

いう利点があったともいえるが、その後も、第 13 次 5 ヵ年計画（2016～2020 年）、第 14

次 5ヵ年計画（2021～2025年）でともに前 5ヵ年計画末年比▲18％を設定して取り組んで

きたところである。 
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こうした国内の動きの一方、国際的な動向をみると、2013 年に地球温暖化防止の国際

的な枠組みである国連気候変動枠組条約締約国会議（COP）が、中国を含む締結国に対し

て 2年後のパリ会議開催（2015年 11月～12月）までに CO2削減の中長期目標を提示する

よう要求したことが中国にとって転機となった。中国としては当時走っていた第 12 次  

5ヵ年計画の進捗も踏まえ、2015年 6月、「2030年頃の CO2排出総量ピークアウト、2030

年までの CO2 排出量の実質 GDP 原単位の 2005 年比▲60～▲65%削減」を COP 事務局に

提出したが、「世界最大の CO2 排出国」だけに海外からは不十分との批判は免れなかった。

こうした中迎えた 2020 年は、年初からコロナ禍によって中国経済も含め世界経済は大き

く混乱したが、各国においてコロナ禍からの経済復興も包含した新たな経済政策・成長戦

略が求められる状況下、脱炭素化あるいはグリーン化はその中心に据えられる動きが強ま

った。このような流れを受け、中国政府としては同年 9 月の国連総会にて冒頭の脱炭素化

目標を打ち出すに至ったわけである。 

 

2. 脱炭素につながる省エネ・エネルギー構造改革 

そもそもマクロ的な CO2排出量は、実質 GDPに CO2排出量の実質 GDP原単位を乗じ

て求められ（ネットの CO2 排出量は、正確には森林等による CO2 吸収量も勘案する必要

があるが、ここでは立ち入らない）、CO2排出量の実質 GDP原単位は、エネルギー生産・

消費量の実質 GDP 原単位（エネルギー効率）に CO2 排出量のエネルギー原単位（エネル

ギー生産・消費一単位当たりの CO2 排出量：CO2 排出係数）を乗じて求められる。した

がって、CO2 排出量を抑制するには、①実質 GDP 成長率を抑制する、②エネルギー効率

を上げる、③CO2排出係数を下げる、という 3つの手段がありうるが、このうち①は一国

経済の運営としては通常選択されないため、現実的には②と③が志向される［なお、②の

エネルギー効率の向上（省エネルギー）については、「同一産業構造を前提としてより少

ないエネルギー生産・消費量で経済活動を賄う」意味での省エネルギーのみならず、「エ

ネルギー多消費産業からエネルギー少消費産業に産業構造を転換する」ことも含まれる］。 

第 4図：CO2排出量の算式 

 

 その上で、中国の CO2 の発生源をみると、エネルギー生産・消費のための化石燃料、

とりわけ国内に豊富に存在するエネルギー源である石炭の燃焼が中心である（次頁第 5

図）。CO2 排出量の計算にはエネルギー源によって異なる CO2 排出係数が使用されるが、

［省エネルギー］ ［エネルギー脱炭素化］

エネルギー消費量 CO2排出量

実質GDP エネルギー消費量

（エネルギーの

実質GDP原単位）

（CO2排出量の

エネルギー原単位）

CO2排出量の実質GDP原単位
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石炭は化石燃料の中でも CO2 排出係数が高く（石炭の排出係数は原油の 1.33 倍、天然ガ

スの 1.82倍）、ゆえに中国で有効な CO2削減策は、省エネルギーと脱石炭化に向けたエネ

ルギー構造の転換となる。 

  

 

省エネルギーについては、前述の通り、CO2 削減に先行して第 11 次 5 ヵ年計画の必達

目標として取り組みが始まっているが（第 1 表）、地方政府やエネルギー多消費産業に対

し個別に設定したエネルギー消費量削減目標の達成を促すことが政策の中心となっており、

目標達成を追求する上で生産設備、建築物、輸送機器、家電など広範な分野で省エネルギ

ー化が進められてきた。地方政府に関しては、折に触れて国家発展改革委員会がエネルギ

ー消費量の実質 GDP 原単位とエネルギー消費総量について省エネルギーの目標達成状況

を公表し、未達の地方政府への警告としているが、2021 年前半においては 30 省・市・自

治区の中で 2 つとも達成したのは 10 地域のみであり、逆に 7 地域はともに大幅未達とな

っている。これに伴い、2021 年後半に目標未達となった地域の地方政府による電力制限

や生産停止といった措置が広がりをみせたのは記憶に新しい。 

他方、エネルギー構造面については、「電力の脱炭素化・低炭素化」「非電力エネルギー

の脱炭素化・低炭素化」の文脈で、石炭から非化石エネルギー（化石燃料に由来しない太

陽光・風力・水力などの自然エネルギー、原子力エネルギー、バイオマス等）及び天然ガ

スへの転換が着実に進められている（なお、「非電力エネルギーの脱炭素化・低炭素化」

には、「電力の脱炭素化・低炭素化」と組み合わされるべき「非電力エネルギーの電化」

も含まれるが、その典型例は自動車の電化等であり、これについては後述する）。 

まず、「電力の脱炭素化・低炭素化」については、既に第 12次 5ヵ年計画（2011～2015

年）から非化石エネルギーがエネルギー消費に占めるシェアの拡大が必達目標とされて来

た。この目標をクリアする中で同シェアは 2010 年実績の 8.3％から直近 2020 年には

15.9％まで上昇し、2025 年には更に高い 20％という目標が設定されている。こうした展

開の背景には政府補助による固定価格買取制度（FIT）の奏功がある。FIT は 2009 年に風

力発電で導入されたのを始めとして、2010 年にはバイオマス発電、2011 年には太陽光発

電に広がった。これに伴い、急速に設備普及が進展し、風力発電は 2011 年から、太陽光
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第5図：中国のエネルギー源別の消費の推移
（億トン、石炭換算）
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（資料）中国国家統計局統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成
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石炭エネルギーが
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〈右目盛〉

11次 12次 13次 14次

06-10 11-15 16-20 21-25

目標 ▲20.0 ▲16.0 ▲15.0 ▲13.5

実績 ▲19.1 ▲18.2 ▲13.3 n.a.

目標 なし ▲17.0 ▲18.0 ▲18.0

実績 ▲21.8 ▲20.0 ▲18.8 n.a.

目標 なし 11.4 15.0 20.0

実績 8.3 12.0 15.9 n.a.

（注）削減目標の基準は前5ヵ年計画末年値。

（資料）中国政府資料、国家統計局等統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

非化石エネルギーが
エネルギー消費に占

めるシェア(%)

第1表：CO2排出削減関連の5ヵ年計画目標

 エネルギー消費量の

実質GDP原単位(%)

CO2排出量の

実質GDP原単位(%)

5ヵ年計画

期間（年）
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発電は 2015年から、バイオマス発電は 2018年からいずれも設備容量で世界 1位となって

いる（第 6、7 図）。なお、政府は技術進歩や量産効果に伴い発電コストが石炭火力発電ベ

ンチマーク価格を下回る水準にまで低下した（但しグリッドパリティ（注 1））として、2021

年 8月から新規の風力発電所、太陽光発電所に対しては FITを終了し、石炭火力発電ベン

チマーク価格に基づく買取ないしグリーン電力市場での取引に移行した（注 2）。 

（注 1）グリッドパリティは再生可能エネルギーによる発電コストが既存の発電コストと同等かそれより安価になる

状態で、更に蓄電池導入コストを含めても既存の発電コストと同等かそれより安価になる状態はストレージ

パリティと呼ばれる。 

（注 2）再生エネ発電事業者は再生エネルギー電力を、①石炭火力発電ベンチマーク価格を基準に電力会社に買い取

ってもらう、②グリーン電力市場で電力を必要とする会社（電力会社ないし一般メーカー）に売るという選

択肢がある。 

  

 
  

 

なお、石炭消費という切り口からみると、非化石エネルギー、天然ガス（注 3）の消費シ

ェア拡大に伴い、石炭消費のシェアは縮小しているものの、石炭消費量自体は 2010 年代

以降増加こそしていないもののほぼ横ばいとなっている（前掲第 5 図）。また、2016～

2017 年に多くの石炭火力発電所建設が凍結されたが、2018 年には既存の旧式発電所を高

効率の設備に置き換えるニーズなどもあって再開されたことや、海外の石炭火力発電所建

設プロジェクト（既存分）にも多く関わっていることから、海外では中国政府の脱炭素へ

の本気度を疑問視する声も上がっている。 

（注 3）天然ガスについては、大気汚染改善の観点からも 家庭用暖房燃料を石炭から天然ガス に転換する方針が進

められている。従来は大気汚染物質削減に向けて石炭燃焼ボイラーの汚染防止装置の設置ないしアップグレ

ードなどの対策が主体であったが、2010 年代後半からはエネルギー源自体を脱石炭とするため、補助金支

給を通じて天然ガス対応設備への切り替えを促している。しかし、天然ガスは輸入依存度が約 4割にまで高

まってきていたので、需要拡大に見合う安定供給に向けては国内・海外両面から調達体制を整備する必要が

あった。このため、政府は石油・天然ガス会社に対し、統制していた天然ガス価格を市場化し適正利益が確

保できるよう配慮しつつ、国内開発を通じた天然ガス生産量増加を促すとともに、輸入先、輸送方式、参加

企業等の多元化を指示した。 

 この点、2021 年 9 月 22 日の国連総会の演説で習国家主席は、途上国の低炭素化を支援

するとともに、海外で石炭火力発電所を新設しないと新たなスタンスを言明した。しかし、
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第6図：風力発電設備容量の推移
（億kW）

（年）
（資料）国際再生可能エネルギー機関統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成
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第7図：太陽光発電設備容量の推移
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（資料）国際再生可能エネルギー機関統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成
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国内については、非化石エネルギーの供給力は安定性を欠くため、現時点ではエネルギー

需要を満たせない事態に陥ることがあり、石炭火力への依存からの脱却は容易ではないと

みられる。前述の通り、2021 年は一部地域で地方政府による省エネ目標達成のための電

力供給制限が発生したが、全国的に深刻な電力不足となった背景には、輸入炭供給の不安

定性に加え、炭鉱事故を契機とした安全規制強化や大気汚染対策の下での国内の石炭生産

の抑制により、コロナ禍からの回復過程での生産活動活発化に伴う旺盛な電力需要に見合

う石炭が供給できなくなっていたという要素も指摘されている。省エネ目標達成のための

電力供給制限のような一時的混乱をも辞さない地方政府の政策は、中国における省エネ・

脱炭素といったグリーン化志向の本気度の高さを示すようにもみえるものの、足元で中央

政府は石炭増産を指示しており、やはり持続的成長を犠牲にすることは難しいようである。

実際、脱炭素に伴う石炭産業等の雇用・地域経済へのマイナスインパクトへの対処も重要

課題であり、これについて政府は脱炭素関連も含む新産業の振興を中心に据えているよう

である（後述）。 

 

3. 脱炭素化加速に向けた新たな取り組み 

習国家主席が 2020年 9月の国連総会で 2060年までのカーボンニュートラルに踏み込ん

だことで、中国の脱炭素化へのギアは更に上がった感がある。習国家主席の宣言を受けた

全般的な政策方針は 2021 年 2 月発表の「低炭素・循環型の経済システム構築に向けた指

導意見」に示され、生産、流通、消費、エネルギー、インフラ、技術革新と多方面におけ

るグリーン化が志向されている（第 2 表）。また、2021 年 3 月の全国人民代表大会（全人

代）の政府活動報告において年内の策定が明記されていた「2030 年までの CO2 排出量ピ

ークアウトに向けた行動計画」が COP26（2021年 10月 31日～11月 12日、英グラスゴー）

開催目前の 10 月 26 日にようやく公表された（次頁第 3 表）。行動計画には「10 大行動」

として多方面に亘る取り組みが明示されており、中央・地方政府に対し強い拘束力を持っ

てカーボンピークアウト実現を迫るものである。 

・ 2025年までに産業・エネルギー・輸送構造の最適化、グリーン産業が産業全体に占めるシェア引き上げ、インフラ・生産・生

活様式のグリーン化等で、初期レベルの低炭素・循環型の生産、流通、消費システムを形成。
・ 2035年までにグリーン発展の成長力強化とグリーン産業の大幅拡大、重点業種・重点製品におけるエネルギーと資源の利

用効率を世界の先端レベルに向上させ、炭素排出量を着実に減少させる。

生産システム

流通システム

消費システム

インフラの
グリーン化

グリーン技術
革新システム

法律・政策の
整備

（資料）中国政府資料より三菱UFJ銀行経済調査室作成

エネルギーシステムのグリーン化：省エネ、再生可能エネルギーの拡大等；交通インフラのグリーン化：新エネルギー車の充
電、水素充填等の施設建設等；都市部と農村部の生活環境の改善

グリーン低炭素技術の研究開発の奨励：グリーン分野の先端的な科学技術プロジェクトの実施等；科学技術成果の実用化：グ
リーン技術応用の積極支援等

法によるサポートの強化、グリーン価格メカニズムの改善、税財政支援強化、グリーン金融の発展促進、グリーン標準・認証シ
ステム・統計制度の整備、グリーン取引市場メカニズムの育成

グリーン製品の消費促進：政府のグリーン調達強化とグリーン調達システムの国有企業への拡大等；グリーン低炭素生活様式
の提唱：節約励行と食品の無駄の防止等

第2表：グリーン低炭素循環型経済システムの構築・健全化加速に関する指導意見（2021年2月22日発表）

目標

工業：鉄鋼・石油化学等のグリーン化改造等；農業：生態系農業や循環型農業の発展等；サービス業：商業、旅行業、IT産業

のグリーン化等；環境保護産業の強化、産業リサイクルレベルの向上、グリーンサプライチェーンの構築
グリーン物流：複合輸送の推進等；資源リサイクルの強化；グリーン貿易システムの確立：グリーン製品貿易の発展促進等
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以下では、CO2排出量抑制に向けた主要な制度的取り組みや産業界の動きについて概

観する。 

 

（1）全国統一 CO2排出権取引市場の始動 

「2030 年のカーボンピークアウトのための行動計画」策定・公表を待たずして実現し

た画期的な対策が、2021年 7月の全国統一の CO2排出権取引市場の始動である。 

排出権取引はカーボンプライシング（注 4）の代表的な手法の一つで、CO2 を多く排出す

る産業に従事する企業に排出枠を割り当て、枠を超過した企業が枠に余剰が出た企業から

排出権を購入する仕組みである。 

（注 4）カーボンプライシングとは CO2 排出に対する価格付けを通じた経済的インセンティブにより排出削減を促

す仕組みで、代表的な手法には排出権取引の他に排出量に応じて課税する炭素税がある（中国は現時点では

不採用）。世界銀行によれば、2021 年時点で、各国・地域において何らかの形で導入されている炭素税また

は排出量取引の枠組みは合計で 64（炭素税 35、排出量取引 29）となっている。 

中国政府のこれまでの排出権取引の取り組みを振り返ると、2 省（広東、湖北）、5 市

（北京、上海、天津、深圳、重慶）のモデル地域で試行すると決定したのは 2011 年に遡

り、2013 年からその実施に至っている。生態環境部によれば、2 省 5 市合計で電力、鉄鋼、

セメントなど約 20 業種、約 3,000 社が取引に参加し（施行地域で対象とされた企業は実

質的に参加が義務化）、2021 年 6 月までの累積取引高は 4 億 8,000 万トン、累積取引金額

は約 114億元に上ったとされる（平均では 1トン当たり 23.75元となる計算）。 

その後モデル地域での試行取引を踏まえ、2017 年 12 月に政府は全国的な取引所の設立

を決定、2020 年 12 月には電力部門を対象に参加企業 2,225 社をリストアップして法整備

を進めていた経緯にあり、2021 年 7 月 16 日、いよいよ上海環境能源取引所で全国統一の

CO2排出権取引が開始されるに至ったわけである。 

スキームを概観すると、参加企業には過去の発電量実績をもとに CO2 排出量基準値に

エネルギー消費量の実質GDP原単位　　　　　　　  　　　　　2020年比▲13.5％

CO2排出量の実質GDP原単位　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2020年比▲18％　      →   　2005年比▲65％

非化石エネルギーがエネルギー消費に占めるシェア　　　　　　　　　20％                 →　　　     25％

① エネルギー：次期5ヵ年計画期における石炭消費削減、風力・太陽光発電に注力、水力発電・原子力発電を積極的推進

② 省エネ・低炭素化：省エネ管理機能の向上、インフラやエネルギー多消費型の産業・機器の省エネ・低炭素化

③ 工業：グリーン生産化、鉄鋼・非鉄金属・建材・石油化学のカーボンピークアウト推進

④ 都市・農村建設：都市・農村建設のグリーン化、建物の省エネ・低炭素化

⑤ 輸送：クリーンエネルギー使用拡大、効率的な輸送システムの構築、グリーンな交通インフラ建設

⑥ 循環経済：産業パークのリサイクル機能強化、産業廃棄物・家庭ごみのリサイクル推進

⑦ 科学技術革新：脱炭素化技術の国家重点研究計画に組み入れ、国立研究機関の設立、研究人材育成

⑧ 炭素吸収能力：生態系保護・回復を通じ生態系の炭素吸収能力を維持・向上、グリーン・低炭素循環農業推進

⑨ 国民的取り組み：エコ文化の宣伝・教育、グリーンなライフスタイル、企業の社会的責任の履行

⑩ 各地域における秩序あるカーボンピークアウト：科学的・合理的な目標設定、地域の状況に応じたグリーン・低炭素発展

国際協力

サポート政策

（資料）中国政府資料より三菱UFJ銀行経済調査室作成

10大行動

地球規模の気候問題に強く参加、グリーンな貿易・技術・金融面の協力、一帯一路のグリーン化

炭素排出統計システムの確立、低炭素に資する法規制・基準整備、低炭素に資する税制・価格・金融等経済政策の改善、全
国統一CO2排出権取引市場等の市場メカニズムの活用

第3表：2030年のカーボンピークアウトのための行動計画（2021年10月26日発表）

目標

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  　　　　　　2025年　　　　　　　　             2030年
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基づく排出枠が無償で供与される。この排出枠の過不足調整のための全国統一取引所取引

には 2種類ある。1件当たり 10万トン未満の公示協議取引については公示申告価格に基づ

く上位 5位以内から取引相手を選択する形を、1件当たり 10万トン以上の大口協議取引に

ついては、大口取引を行うことを表明した取引相手と価格・取引量に関して合意を形成す

る形を取る（値幅制限：公示協議取引は前取引日終値の±10％、大口協議取引は同±30％） 

足元までの 5ヵ月間（7月 16日～12月 15日）の実績を見ると、取引高は 1億 746万ト

ン、取引額は 44億 2,583 万元となった（第 8 図）。取引は当初、初日と 9月末に集中し、

それ以外の日は低調であったが、参加企業にとっての 2019 -2020年度の炭素排出量の清算

期限が 2021 年 12 月 31 日だったことから、直近で取引量が急増している。一方、取引価

格は取引開始 1 ヵ月間の平均（終値）で 1 トン当たり 54.1 元であったが、足元では 42～

43 元まで低下している。中国のモデル地域の取引所価格を上回るものの、先行する欧米

等に比べ相当に安価な水準にとどまっており（第 9 図）、削減効果を疑問視する声も上が

っている。とはいえ、対象業種の拡大に伴い、いずれは世界最大の排出権取引市場となる

可能性が高いだけに先行きには注目が集まっている。 

     

 

（2）CO2多排出産業の動き 

カーボンプライシングを通じた CO2排出量削減の取り組みは、脱炭素化の方向が技術

的にも社会実装上もある程度展望できている電力部門には有効と考えられるほか、経済主

体全体に脱炭素化に向けたインセンティブを与える上でも重要である。一方で、いわゆる

CO2多排出産業については、中国でも試行錯誤が続いている。 

例えば、鉄鋼業の CO2 排出量は中国全体の 15％（政府系シンクタンク冶金工業計画研

究院試算）とされ、2021 年 1 月、政府は脱炭素化の文脈からも同年の粗鋼減産の方針を

強調した。にもかかわらず、旺盛な国内需要に伴い、年前半の粗鋼生産量は前年比   

＋11.8％と増加したため、年後半は大幅減産を余儀なくされている。製法に抜本的な革新

がない限り原単位の CO2 排出量を短期間に大幅削減するのは困難であり、生産量そのも

のをコントロールする以外ない形である。 
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（資料）上海環境能源取引所統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第8図：全国統一CO2排出権取引の取引状況
（トン当たり人民元）（万トン）
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（注）『中国』は、全国統一取引所価格の取引開始（2021年7月16日）1ヵ月間の数値を

2021年4月の対ドル為替相場平均値でドル換算。

（資料）世界銀行統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第9図：地域別の排出権取引市場の炭素価格（2021年4月）
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製法に関しては、政府の厳しい CO2 削減方針を踏まえ、2021 年 1 月、鉄鋼最大手の宝

武鋼鉄集団が、使用している石炭を水素に切り替える製法の改変（水素還元製鉄）等を通

じて 2050 年までに排出ゼロを目指す方針を示し、河鋼集団、鞍山鋼鉄集団といった大手

メーカーも同様に排出ゼロに向けて目標を提示した。宝武鋼鉄集団は、同年 7 月には政府

系ファンド会社や保険会社などとともに鉄鋼業界の脱炭素化に向けて 500 億元のファンド

を創設しており、クリーンエネルギーや環境配慮技術、脱炭素化関連プロジェクトなどに

資金を投じることとしている。 

これらの動きは、超長期の時間軸で重要となることは間違いないものの、目先の CO2

排出量抑制の即効薬になるものではなく、中国鉄鋼業界の脱炭素へのハードルは依然高い

とみられている。大手メーカーには既に欧州メーカーとの連携で水素還元製鉄の技術開発

に取り組んでいるところもあるが、世界的にみても未だ実用化の例がない難度が高い製法

である（なお、電炉方式は、高炉方式よりも CO2 排出量が少ないが、中国では全体に占

めるシェアは 1 割にとどまる。また、電炉方式には原料となる鉄スクラップの確保に加え、

自動車鋼板のような高級鋼の生産が現在の電炉技術では困難といった課題が指摘されてい

る）。 

非鉄金属業についても状況は同様である。2021 年 4 月、業界団体である中国有色金属

工業協会の葛紅林会長が、非金属業における脱炭素計画策定にあたっての政府の意見聴取

に対して「2025 年までの CO2 排出量ピークアウト、2040 年の排出量ピーク比 4 割減」と

いう目標を示したことを明らかにした（葛会長によれば、非鉄金属業界による 2020 年の

CO2 排出量は中国全体の 4.7％を占めている）。そして、2021 年 8 月、国家発展改革委員

会は省エネルギー・低炭素化のため、電解アルミニウム産業に対して、生産量当たりの基

準を超えた場合、消費電力量に応じて電気料金を上乗せする制度の導入を発表している。 

 

4. 脱炭素と新産業振興のポリシーミックス～盛り上がる新エネルギー車産業～ 

脱炭素対応に要する投資額は膨大で、清華大学の試算によれば、2020～2050 年で 127

兆～174兆元にも上るが（2020年の名目 GDP比 1.3～1.7倍）、これはコストであると同時

に投資機会でもあり、ビジネスチャンスでもある。中国政府は、後者の観点から、経済社

会の脱炭素化を進めるという文脈だけではなく、新技術・新産業振興育成という文脈で各

種脱炭素化のポリシーミックスを進めている（むろん脱炭素と成長の両立を図る戦略は中

国に限らず、先進諸国がこぞって計画を打ち出しているものでもある）。 

例えば、再生可能エネルギー関連設備の産業では、中国は既に一定の成果を上げてい

る。補助金政策を通じ急拡大した再生可能エネルギー設備関連市場に外資系企業を呼び込

んで技術移転を促し、中国企業の技術力を引き上げ、国産化に続き輸出も拡大してきた。

国家能源局によれば、2020 年時点で中国は多くの再生可能エネルギー関連設備の製造で

世界第 1 位となり、例えば世界の水力発電所建設の 70％、風力発電設備生産量の 50％、

太陽光発電関連部品生産の 50％以上（多結晶シリコン 58％、シリコンウエハー93％、太

陽電池セル 75％、太陽光パネル 73％）を占めるに至っている。因みに、国際エネルギー
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機関統計における太陽光発電関連部品の中国シェアをみても、2019 年までで 50％を超え

ているものが多数存在する（第 10図）。 

 

  

 

  

また、自動車産業の振興においても脱炭素化が大きなターニングポイントとなってい

る。中国政府は長らくガソリン車について巨額の資金を投じて競争力強化を図ってきたが、

結局、先進国との技術格差を埋めきれなかったという苦い経験がある。したがって、新エ

ネルギー車（NEV、中国では電気自動車、プラグインハイブリッド車、燃料電池車を指す）は、

CO2削減を含む環境対策のみならず、自動車産業振興の切り札としても重要視されている。 

政府は、次世代の自動車産業で世界的なプレゼンスを獲得すべく、2000 年代から財政

資金を投じて企業・研究機関・大学などで NEV の研究開発を進めてきた。NEV を自動車

産業の中核に据えることを視野に入れた発展計画である「省エネルギー・新エネルギー車

産業発展計画（2012～2020 年）」が公表されたのは 2012 年のことであるが、これに先立

ち 2008 年には政策研究プロジェクトが始動段階に入り、2009～2010 年には北京、上海等

25 の NEV 普及モデル都市が選定され、高額の購入補助金（中央政府から最高 6万元、ほ

ぼ同水準の追加支給を行う地方政府もあった）を中心とする政策が導入された。2011 年

には中央政府からモデル都市に対し、NEV をナンバープレート取得制限や交通規制の対

象から除外するよう指示する通知が出された（注 5）。 

（注 5）大都市圏では交通渋滞への対応策として、①新規の自動車購入に対するナンバープレートが抽選または入札

でしか入手できないという取得制限、②ナンバープレート末尾の数字で走行できる日とできない日が指定さ

れる交通規制――が導入されている。 

需要喚起策にとどまらず、中国政府は自動車メーカーに一定の NEV の生産を義務付け

る制度も導入した（2016 年から意見公募、2017 年に法制化）。ガソリン乗用車年産 3 万台

以上のメーカーは全生産台数に対し特定の比率で（2019 年 10％、2020 年 12％、2021 年

14％、2022 年 16％、2023 年 18％と漸次引き上げ）「NEV クレジットポイント」が必要と

なるというもので、EV の場合、「EV1 台当たりのポイント（計算式：0.012×航続距離＋

0.8）×EV 生産台数」で賄うこととされた［過不足ポイントは工業情報化部傘下のクレジ
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ット管理プラットフォームで取引。なお、EV1 台当たりのポイントは 2021 年から

（0.0056×航続距離＋0.4）に引き下げ］。 

こうした多方面からの政策を駆使し、中国は今や世界最大の NEV 生産・販売大国にな

っている（前頁第 11図）。市場拡大は補助金に支えられているという要素も強く、2017年

からの補助金の段階的削減（2020 年末には廃止）にコロナ禍も加わって、2020 年の 200

万台という販売目標［省エネルギー・新エネルギー車産業発展計画（2012～2020 年）で

の目標］は大幅未達に終わったものの、2021 年に入ってからは 1-11 月の合計が 299 万台

と、一転して 2020 年全体を大きく上回る販売台数に達している。この背景としては、コ

ロナ禍に対応した景気対策の一環としての補助金支給延長などの支援策のみならず、安価

な NEVの投入も指摘されている。低価格 NEVは北欧など海外市場でも競争力を発揮し始

めている（注 6）。 

（注 6）直近では、中国の自動車大手が EV で日本の乗用車市場に参入する計画が報道されており、中国の自動車メ

ーカーが競争力への自信を深めてきていることが窺える。また、中国製商用 EV も日本市場に入ってきてお

り、本邦物流大手が採用を決めたことも報じられている。 

また、NEVは電子部品の塊であるため、IT、ビッグデータ、人工知能など中国のデジ

タル大国としての強みを活かせるもので、実際、多くの主要 IT企業が NEV事業に参画し

ている（第 4表）。2020年 11月に政府が公表した後継計画であるところの「新エネルギー

車産業発展計画（2021～35年）」が電動化、コネクテッド化、インテリジェント化という

発展の方向性を強調しているのは、こうした優位性を念頭に置いたものと考えられる。 

   

5. 脱炭素を巡る海外の動きと中国 

中国が第 14 次 5 ヵ年計画の目標を達成できれば、2025 年時点で CO2 排出量の実質

GDP原単位は 2005年比▲60％となり、2015年に COP事務局に提出した 2030年期限の自

主目標の 1 つは達成となるほか、「2030 年の CO2 排出量ピークアウト」も射程距離に入る

とみられている。但し、前掲第 1図でも明白な通り、2060年までのカーボンニュートラル

は依然困難を極めた挑戦であり、世界一の CO2 排出国として、国際的な責任を問われる

状況は続く。以下では脱炭素を巡る海外の動きと中国との関係に触れる。 

 

（1）EUと国境炭素税（CBAM）対応 

足元、先進国の気候変動対策において問題となっていることの一つに、先進国での規

アリババ
（EC）

コネクテッドカー分野を中心に自動車メーカーと提携。2020年には自動車メーカー上海汽車集団とEV会社を新設、ハ

イエンドの高級車販売に乗り出す。

華為
（通信機器）

自動車メーカーに自動運転やコネクテッドカーなどの技術を提供。2021年6月には、2025年の乗用車の完全無人化の

目標提示。

百度
（ネット検索）

2017年から自動運転システムプラットフォーム「アポロ」計画を始動。これまでに自動車メーカーなど70社余りと車載シ

ステム分野で提携。自動運転技術の開発・実証実験拠点「アポロパーク」を2020年に北京市に、2021年に広東省広州

市、上海市に開設。また、2021年4月には自動車メーカー、吉利集団とＥＶ会社を新設。

小米

（スマートフォン)

2021年9月、EV子会社を新設。資本金100億元で、今後10年ではさらに100億ドルを投じる計画。これに先駆けて、同年

8月に自動運転技術開発のスタートアップ企業、深動科技を7,700万ドルで買収。

（資料）各種報道等より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第4表：IT企業のEV事業展開
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制導入により、先進国企業の製品が当該規制対応からコストアップが避けられない中で、

規制の負担が相対的に低い域外からの安価な輸入製品に代替されることで、地球全体の

CO2 排出量が減らないという「カーボンリーケージ」がある。これは、いち早くカーボン

ニュートラル社会への移行をパラダイム・シフトと捉えて本格対応を進めた EU でとりわ

け強く意識されており、新たな産業構造において EU 企業が主導権を握る未来像を念頭に

制度やルールの策定に取り組み、国際標準化を模索する中で構想されてきたのが、昨今論

議となっている炭素国境調整メカニズム（Carbon Border Adjustment Mechanism、以降

CBAM、国境炭素税とも呼ばれる）である。 

CBAM もカーボンプライシングの一つで、カーボンリーケージを防止するため気候変

動対策の不十分な国からの輸入品に対して品目に応じ課税する手法であるが、2021年 7月

14 日、EUはこの CBAM を 2026年から導入する計画を公表するに至った。CBAM につい

ては、WTO ルールと整合的で説得力のある制度設計が課題であり、早くも多くの域外諸

国から懸念の声が上がり、保護主義に過ぎないとの批判も出ているが、EU の輸入先 1 位

の中国でも同月 26日、生態環境部が CBAMを WTO協定違反とし、「一国主義や保護主義

の風潮を助長し、気候変動問題に対応する各国の意欲や能力を損なう」との見解を示して

いる。中国でも気候変動対策は進化しているものの、欧州の水準には遠く及ばないため、

EU の CBAM の対象となる品目が多数に及ぶ可能性があることから、牽制の動きを見せる

のは当然といえる（注 7）。 

（注 7）なお、米国では 2021 年 7 月 19 日、民主党議員が CBAM 導入法案を公表するなど、米議会でも議論がみら

れるが、実現性が高いとは言えない段階に止まる。 

（2）米国との協力関係 

米国との関係については、バイデン政権がパリ協定の枠組みに復帰するなど気候変動

対策に積極的であるだけに、「気候変動対策は米中間での数少ない協力分野」として期待

されることが多い。事実、2021年 4月、気候変動問題担当のケリー米大統領特使がバイデ

ン政権下で初めて中国を訪問した時には米中間で協力を約する共同声明を発表している。

同年 9 月のケリー特使の再訪中時には、米国側が中国に対し CO2 排出削減目標の前倒し

や海外の石炭火力発電所建設に対する支援停止など気候変動対策の追加措置を要求したと

されるのに対し、中国側は副首相、外交首脳などが相次いで協議の席に着き、米国側に対

し、まずは米中関係の改善に動くよう主張、結局、両国は対話継続や実務協力の促進で一

致するにとどまったとされる。とはいえ、中国による海外の石炭火力発電所建設について

は、前述の通り、2021年 9月の国連総会で習国家主席が新設停止を表明しており、米中協

力の具体化の一つと考えることもできる。さらに、COP26 閉会直前の 2021 年 11 月 10 日

に、米中両国は気候変動対策における協力を盛り込んだ共同宣言を発表し、再生エネルギ

ーや脱炭素化等の協力強化に加え、中国側は第 15 次 5 ヵ年計画期（2026～2030 年）にお

ける石炭消費削減、2022 年の COP27 までに CO2 に次いで排出量が多いメタンを 2020 年

代に削減するための国家計画策定の意向を明記した。その 5 日後の 15 日に開催された米

中首脳オンライン会談でも気候変動問題は両国が協力して取り組むべき課題であるとの共
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通認識が示された。 

（3）強かな中国の戦略 

このように、中国は世界一の CO2 排出国という立場にあることから、気候変動対策を

グローバルに進める EU や米国等の先進国からの様々な圧力を受けつつも、機動的な「気

候変動外交」を繰り広げている状況と言ってよいだろう。元々中国を含む新興国において

は、排出削減の責任は産業革命以降、長期に亘り CO2 を排出してきた先進国が中心とな

って負うべきであるとの見方が強く、排出削減が自国の成長を阻害することには難色を示

している。COP26 で、先進国による新興国への温暖化対策支援資金が 2009 年合意通りに

支払われない中で、合意文書における石炭火力の「段階的廃止」が一部新興国の主張によ

り「段階的削減」にトーンダウンを余儀なくされたのは記憶に新しいが、これもそうした

新興国のスタンスを反映したものと言える。かかる考え方は、古くは 1992 年に採択され

た国連気候変動枠組条約で示された「共通だが差異ある責任」という原則にも反映されて

いるもので、中国も好んで言及する表現である。 

もっとも、今や中国の 1 人当たり CO2 排出量は日欧の水準に近づき、同じく巨大人口

を擁する新興国であるインドの約 4 倍にも達しているため、新興国としての特別待遇はも

はや容認され難くなっている感もある。脱炭素化という流れに逆らうと国際的な立場が不

利になることは中国政府としても十分意識しているはずであり、国内の脱炭素化への本気

度は相応に高いとみられる。しかし、それを「中国は気候変動問題に対して主として守勢

の観点から対応している」と捉えるのは、上記に見た通りミスリーディングであろう。ま

ず、環境問題や気候変動問題は中国国内でも深刻度を増している問題であり、外交以前に

内政として取り組む問題となっている。また、脱炭素化関連産業振興という前向きの産業

政策の意味合いも強いということも見逃せない。即ち、再生可能エネルギー関連設備や電

動車の競争力は既に国際的にも十分強いことから、世界が脱炭素化を進めるなかで、「国

内の急激な脱炭素化が経済成長の抑制要因となる」度合いと、「脱炭素化関連需要の拡大

が中国の経済・産業に有利に働く」度合いを強かに計算することも可能となっている。もち

ろん、その計算には製品・部品の競争力だけではなく、蓄電池などの製造に欠かせないレ

アアースのシェアの高さも含まれるはずである。更に、化石燃料への依存を低減させるこ

とは、石炭以外の化石燃料の自給率が低い中国のエネルギー安全保障にも資する形となる。 

いずれにせよ、世界が協力して解決しなければならない脱炭素という共通の難題にお

いても、こうして各国の利害が交錯する中、中国は中心的且つ能動的なプレーヤーであり

続けることは間違いあるまい。それだけに、その動きは世界に大きな影響を与えるものと

して引き続き注視を要しよう。 

以  上 

  （令和 4年 1月 6日 萩原 陽子 youko_hagiwara @mufg.jp） 

発行：株式会社 三菱 UFJ銀行 経済調査室 

〒100-8388 東京都千代田区丸の内 2-7-1 
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